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檜山家畜保健衛生所機械警備業務 
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北海道檜山振興局総務課 



令和８年２月２日北海道檜山振興局告示第 1001号で公告した檜山家畜保健衛生所機械警備業務の委託契約に関

する競争入札に参加を希望する方は、法人又は個人を問わず、この手引により競争入札参加資格審査の申請を行

ってください。 

 

【書類の確認】 

 警備業務の委託契約に関する競争入札参加資格審査の申請に当たり、今回お渡しする書類は次のとおりですの

で、申請書を作成する前に必ず確認してください。 

○ 競争入札参加資格審査申請の手引 

○ 競争入札参加資格審査申請書 

 

【注意事項】 

○ 申請書を作成する際は、この手引を参照の上、誤りや記入漏れがないようにしてください。 

  



 

１ 庁舎の警備の範囲 

  この資格における「庁舎の警備」とは、次の庁舎及びその構内敷地を警備することをいいます。 

庁舎の名称 庁舎の延べ床面積（㎡） 

檜山家畜保健衛生所 524.43㎡ 

２ 審査基準日 

  資格審査の基準日は、令和８年（2026年）２月２日です。 

３ 資格要件 

（１） 令和７年度に有効な道の競争入札参加資格のうち庁舎等警備の資格を有すること。 

（２） 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

（３） 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていないこと。 

（４） 資格審査の申請をする日の直前２営業年度分（当該営業年度が 24月に満たない場合は、24月分）の決算に

おいて、１に定める契約と種類及び規模をほぼ同じくする契約を締結し、かつ、誠実に履行した者であること。 

（５） 機械警備業者の即応体制の整備の基準等に関する規則（昭和 58年北海道公安委員会規則第１号）第２条に

基づき、檜山家畜保健衛生所に異常が発生したとき、その情報を受信した時から 30分以内に檜山家畜保健衛

生所へ到着できる警備員等を配備できること。 

（６） 入札に参加しようとする者の間に、資本関係又は人的関係がないこと。なお、資本関係又は人的関係とは次

に掲げる者をいう。 

    また、該当関係がある場合に入札参加資格申請を取り下げる者を決めることを目的に当事者間で連絡を取

ることは競争入札心得第４条第２項に該当しない。 

  ア 資本関係 

    次のいずれかに該当する二社の場合。ただし、子会社（会社法（平成 17年法律第 86号）第２条第３号の

規程による子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が会社更生法（平成 14年法律第 154号）第２条

第７項に規定する再生手続が存続中の会社（以下「更生会社等」という。）である場合を除く。 

  （ア）親会社（会社法第２条第４号の規程による親会社をいう。以下、同じ。）と子会社の関係にある場合 

  （イ）親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

  イ 人的関係 

    次のいずれかに該当する二社に場合。ただし、（ア）については、会社一方が更生会社等である場合を除く。 

（ア）一方の会社の取締役等（会社の代表権を有する取締役（代表取締役）、取締役（社外取締役及び指名委員 

会等設置会社（会社法第２条第１項第12条に規定する指名委員会等設置会社をいう。）の取締役を除く。） 

及び指名委員会等設置会社における執行役又は代表取締役をいう。以下同じ。）が他方の会社の取締役を

兼ねている場合 

  （イ）一方の会社に取締役等が、他方の会社の会社更生法第 67条第１項又は民事再生法第 64条第２項の規定

により選任された管財人を兼ねている場合 

  （ウ）その他入札の適正さが阻害されると認められる場合 

（７） 警備業法（昭和 47年法律第 117号）第 40条の規定に基づく機械警備業務開始届出書を北海道公安委員会

に受理されていること。   

（８）檜山振興局又は渡島総合振興局管内に、本店、支店、営業所等を有していること。 

４ 資格審査申請期間及び提出先 

（１） 申請受付期間 

令和８年（2026年）２月２日（月）から令和８年（2026年）２月 16日（月）までの午前９時から午後５

時まで（送付による場合は必着）。ただし、日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第

178号）に規定する休日を除く。） 

（２） 申請書類の提出先 

    資格審査の申請は、次に掲げる提出先に、申請書類を提出しなければなりません。 

郵便番号 043-8558 北海道檜山郡江差町字陣屋町 336番地３  

    北海道檜山振興局総務課 電話番号 0139-52-6452（直通） 

（３） 申請書類の入手方法 

資格に関する事務を担当する組織で交付する。 

なお、北海道檜山振興局のホームページ（https://www.hiyama.pref.hokkaido.lg.jp/ts/sum/nyuusatu/kokuzi/） 

においてダウンロードすることができる。 

 

https://www.hiyama.pref.hokkaido.lg.jp/ts/sum/nyuusatu/kokuzi/


５ 資格審査の再申請 

（１） 次のいずれかに該当する者で引き続き資格を得ようとする者は、資格審査の再申請を行うことができます。 

  ア 資格を有する者の当該資格に係る営業を相続、合併、譲渡又は分割による営業の移転により継承した者 

  イ 中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）、中小企業団体の組織に関する法律（昭和 32 年法律第

185 号）又は商店街振興組合法（昭和 37 年法律第 141 号）の規定に基づき設立された組合又はその連合会

（企業組合及び協業組合を除く。）である資格を有する者で、その構成員（資格を有する者であるものに限

る。）を変更した者 

  ウ 企業組合又は協業組合である資格を有する者で、その構成員を変更した者 

（２）再申請の方法 

   再申請しようとする者は、４（２）の申請書類の提出先に、当該提出先の指示により作成した申請書類を提 

出しなければなりません。 

６ 資格の有効期間 

（１）資格の有効期間は、資格を有すると認めた旨の通知があった日から１に定める契約に係る一般競争入札の落

札決定の日までとします。 

（２）資格は１に定める契約に係るものであるため、有効期間の更新は行いません。 

７ 資格の喪失 

  資格を有する者が３に規定する資格要件に該当しないこととなったときは、資格を失います。 

８ 審査結果の通知 

  資格審査の結果は、資格の有無にかかわらず、通知します。審査結果通知書は、落札が決定するまで大切に保

管してください。 

なお、通知書を紛失した場合は、再発行しますので、文書により申し出てください（所在地、商号又は名称、

代表者の役職及び氏名を記載し、代表者印を押印した文書を北海道檜山振興局総務課長あてに提出してくださ

い。）。 

 

 

９ 提出書類 

  競争入札参加資格の申請に必要な書類は、次のとおりです。 

提出書類（各１部）  提出要領 

競争入札参加資格審査申請書（※） ◎ 10の競争入札参加資格審査申請書の記入方法により作成してください。 

令和７年度に有効な競争入札参加

資格（機械警備） 

◎ 競争入札参加資格審査結果通知書の写し 

施設警備実績関係書類 ◎ 契約書の写し（契約の相手方、契約名、契約金額及び業務内容がわかる面） 

機械警備業務開始届出書の写し ◎ 収受印のあるもの。 

特定関係調書 ◎ 他の道の競争入札参加資格者との間における特定関係 

委任状 ○ ・申請日から３ヶ月以内のもの 

・委任の範囲が具体的に記載してあること。 

・委任者、受注者の氏名及び住所の記載があること。 

 （注） １ （※）は、様式が指定されている書類です。 

    ２ ◎は、必ず提出しなければならない書類です。 

    ３ ○は、該当するときに提出する書類です。 

    ４ 添付書類のうち外国語で記載されたものがあるときは、日本語の訳文を付記又は添付してください。 

    ５ 添付書類のうち、金額表示が外国貨幣となっているものがあるときは、審査基準日における出納官吏

事務規程（昭和 22年大蔵省令第 95号）第 16条に規定する外国貨幣換算率により日本円に換算したも

のを付記又は添付してください。 

10 競争入札参加資格申請書の記入方法 

  ○ 年月日 

    申請書の提出年月日を記入してください。 

  ○ 住所 

    法人は、登記簿上の本店の所在地、個人は、営業の本拠となっている住所を記入してください。 

なお、外国事業者は、本店の所在する国名も記入してください。 

  ○ 商号又は名称 

    法人は、登記簿上の商号、個人は、使用している名称（屋号等）を記入してください。 



  ○ 代表者氏名 

法人は、登記簿上の代表者の役職名及び氏名、個人は、戸籍上の氏名を記入してください。 

なお、外国事業者は、当該国の管轄官庁又は権限を有する機関に届け出ている代表者の役職名及び氏名を

記入してください。 

  ○ 印 

    法人は、代表者印（法務局登録印鑑）、個人は、実印（市区町村登録印鑑）を押印してください。 

なお、外国事業者は、代表者の署名でも差し支えありません。 

    代理申請をする場合は、押印は不要です。 

  ○ 連絡先（担当者・TEL） 

    当振興局からの問い合わせについて、窓口となる方の氏名を記入してください。 

     なお、申請者の住所、電話番号と異なるときは、担当者の営業所等の名称及び営業所等の電話番号を併せ

て記入してください。 

○ 代理人氏名 

  代理人が申請するときは、代理人となっている方の氏名を記入してください。 

○ 代理人連絡先 

  代理人が申請するときは、代理人となっている方の電話番号等を記入してください。 

11 その他留意事項 

  申請書提出にあたっては、返信用封筒として、表に申請者の住所・氏名を記載した定形封筒に、簡易書留料金 

を含む切手（460円）を貼った封筒を併せて提出してください。 

 


